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「未成年者口座及び課税未成年者口座開設に関する約款」新旧対照表（2023 年 1 月 1 日改定） 

 
条文 新 旧 
第 2条 
（未成年者口座開設
届出書等の提出） 

(1)～（3）省略 
(4) お客さまがその年の３月３１日に

おいて１８歳である年（以下「基準
年」といいます。）の前年１２月３１
日又は２０２３年１２月３１日のい
ずれか早い日までに、当行に対して
「未成年者口座廃止届出書」を提出
された場合又は法第３７条の１４の
２第２０項の規定により「未成年者
口座廃止届出書」を提出したものと
みなされた場合（災害、疾病その他
の租税特別措置法施行令（以下「施
行令」といいます。）第２５条の１３
の８第８項で定めるやむを得ない事
由（以下「災害等事由」といいます。）
による移管又は返還で、当該未成年
者口座及び課税未成年者口座に記載
若しくは記録又は預入れがされてい
る上場株式等及び金銭その他の資産
の全てについて行うもの（以下「災
害等による返還等」といいます。）が
生じた場合を除きます。）には、未成
年者口座設定日から当該未成年者口
座が廃止される日までの間にお客さ
まが非課税で受領した配当等及び譲
渡所得等について課税されます。  

(5) 当行が「未成年者口座廃止届出書」
（お客さまがその年１月１日におい
て１９歳である年の９月３０日又は
２０２３年９月３０日のいずれか早
い日までに提出がされたものに限
り、お客さまがその年１月１日にお
いて１９歳である年に提出され、か
つ、提出された日の属する年分の非
課税管理勘定に既に上場株式等の受
入れをされていた場合の「未成年者
口座廃止届出書」を除きます。）の提
出を受けた場合には、当行はお客さ
まに法第３７条の１４の２第５項第
８号に規定する「未成年者口座廃止
通知書」を交付します。 

(1)～（3）現行通り 
(4)お客さまがその年の３月３１日にお

いて１８歳である年（以下「基準年」
といいます。）の前年１２月３１日ま
でに、当行に対して「未成年者口座
廃止届出書」を提出された場合又は
法第３７条の１４の２第２０項の規
定により「未成年者口座廃止届出書」
を提出したものとみなされた場合
（災害、疾病その他の租税特別措置
法施行令（以下「施行令」といいま
す。）第２５条の１３の８第５項で定
めるやむを得ない事由（以下「災害
等事由」といいます。）による移管又
は返還で、当該未成年者口座及び課
税未成年者口座に記載若しくは記録
又は預入れがされている上場株式等
及び金銭その他の資産の全てについ
て行うもの（以下「災害等による返
還等」といいます。）が生じた場合を
除きます。）には、未成年者口座設定
日から当該未成年者口座が廃止され
る日までの間にお客さまが非課税で
受領した配当等及び譲渡所得等につ
いて課税されます。 

 
(5) 当行が「未成年者口座廃止届出書」

（お客さまがその年１月１日におい
て１９歳である年の９月３０日まで
に提出がされたものに限り、お客さ
まがその年１月１日において１９歳
である年に提出され、かつ、提出さ
れた日の属する年分の非課税管理勘
定に既に上場株式等の受入れをされ
ていた場合の「未成年者口座廃止届
出書」を除きます。）の提出を受けた
場合には、当行はお客さまに法第３
７条の１４の２第５項第８号に規定
する「未成年者口座廃止通知書」を
交付します。 

第 5条 
（未成年者口座に受
け入れる上場株式等
の範囲） 

(1) 当行は、お客さまの未成年者口座に
設けられた非課税管理勘定には、次
に掲げる上場株式等のみを受け入れ
ます。 

① 次に掲げる上場株式等で、非課税管
理勘定が設けられた日から同日の属
する年の１２月３１日までの間（以
下「受入期間」といいます。）に受け
入れた上場株式等の取得対価の額
（購入した上場株式等についてはそ
の購入の代価の額をいい、ロの移管
により受け入れた上場株式等につい
てはその移管に係る払出し時の金額
をいいます。）の合計額が８０万円
（第２号の規定により受け入れた上
場株式等があるときは、当該上場株
式等の移管に係る払出し時の金額を
控除した金額）を超えないもの。 

イ 受入期間内に、お客さまが当行で募
集の取扱いにより取得をした当行が
取り扱う国内非上場公募株式投資信
託受益権（以下「株式投資信託」と
いいます。）で、その取得後直ちに当
該未成年者口座に受け入れられるも
の。 

ロ 非課税管理勘定を設けた未成年者
口座に係る他の年分の非課税管理勘
定から移管がされる株式投資信託
で、お客さまが当行に対し、施行規
則第１８条の１５の１０第３項第１

(1) 当行は、お客さまの未成年者口座に
設けられた非課税管理勘定には、次
に掲げる上場株式等のみを受け入れ
ます。 

① 次に掲げる上場株式等で、非課税管
理勘定が設けられた日から同日の属
する年の１２月３１日までの間（以
下「受入期間」といいます。）に受け
入れた上場株式等の取得対価の額
（購入した上場株式等についてはそ
の購入の代価の額をいい、ロの移管
により受け入れた上場株式等につい
てはその移管に係る払出し時の金額
をいいます。）の合計額が８０万円
（第２号の規定により受け入れた上
場株式等があるときは、当該上場株
式等の移管に係る払出し時の金額を
控除した金額）を超えないもの。 

イ 受入期間内に、お客さまが当行で募
集の取扱いにより取得をした当行が
取り扱う国内非上場公募株式投資信
託受益権（以下「株式投資信託」と
いいます。）で、その取得後直ちに当
該未成年者口座に受け入れられるも
の。 

ロ 非課税管理勘定を設けた未成年者
口座に係る他の年分の非課税管理勘
定から移管がされる株式投資信託
で、お客さまが当行に対し、施行規
則第１８条の１５の１０第３項第１
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条文 新 旧 
号に規定する「未成年者口座内上場
株式等移管依頼書」を提出して移管
がされる株式投資信託（第２号に掲
げるものを除きます。）。 

② 施行令第２５条の１３の８第４項に
より読み替えて準用する同条第３項
の規定に基づき、他の年分の非課税
管理勘定から、当該他の年分の非課
税管理勘定が設けられた日の属する
年の１月１日から５年を経過する日
（以下「５年経過日」といいます。）
の翌日に、同日に設けられる非課税
管理勘定に移管がされる株式投資信
託。 

③ 施行令第２５条の１３の８第２０項
の規定により読み替えて準用する施
行令第２５条の１３第１２項各号に
規定する上場株式等のうち株式投資
信託。 

(2) 当行は、お客さまの未成年者口座に
設けられた継続管理勘定には、次に
掲げる株式投資信託のみを受け入れ
ます。 

① 当該未成年者口座に継続管理勘定が
設けられた日から同日の属する年の
１２月３１日までの間に、当該継続
管理勘定を設けた口座に係る非課税
管理勘定から移管がされる上場株式
等で、お客さまが当行に対し、前項
第１号ロに規定する「未成年者口座
内上場株式等移管依頼書」を提出し
て移管がされる株式投資信託（第２
号に掲げるものを除きます。）で、当
該移管に係る払出し時の金額の合計
額が８０万円（第２号の規定により
受け入れた上場株式等があるとき
は、当該上場株式等の移管に係る払
出し時の金額を控除した金額）を超
えないもの。 

② 施行令第２５条の１３の８第４項に
より読み替えて準用する同条第３項
の規定に基づき、お客さまの未成年
者口座に設けられた非課税管理勘定
から、当該非課税管理勘定に係る５
年経過日の翌日に、同日に設けられ
る継続管理勘定に移管がされる上場
株式等。 

③ 施行令第２５条の１３の８第２０項
の規定により読み替えて準用する施
行令第２５条の１３第１２項各号に
規定する上場株式等のうち株式投資
信託。  

号に規定する「未成年者口座内上場
株式等移管依頼書」を提出して移管
がされる株式投資信託（第２号に掲
げるものを除きます。）。 

② 施行令第２５条の１３の８第４項に
より読み替えて準用する同条第３項
の規定に基づき、他の年分の非課税
管理勘定から、当該他の年分の非課
税管理勘定が設けられた日の属する
年の１月１日から５年を経過する日
（以下「５年経過日」といいます。）
の翌日に、同日に設けられる非課税
管理勘定に移管がされる株式投資信
託。 

③ 施行令第２５条の１３の８第１７項
の規定により読み替えて準用する施
行令第２５条の１３第１１項各号に
規定する上場株式等のうち株式投資
信託。 

(2) 当行は、お客さまの未成年者口座に
設けられた継続管理勘定には、次に
掲げる株式投資信託のみを受け入れ
ます。 

① 当該未成年者口座に継続管理勘定が
設けられた日から同日の属する年の
１２月３１日までの間に、当該継続
管理勘定を設けた口座に係る非課税
管理勘定から移管がされる上場株式
等で、お客さまが当行に対し、前項
第１号ロに規定する「未成年者口座
内上場株式等移管依頼書」を提出し
て移管がされる株式投資信託（第２
号に掲げるものを除きます。）で、当
該移管に係る払出し時の金額の合計
額が８０万円（第２号の規定により
受け入れた上場株式等があるとき
は、当該上場株式等の移管に係る払
出し時の金額を控除した金額）を超
えないもの。 

② 施行令第２５条の１３の８第４項に
より読み替えて準用する同条第３項
の規定に基づき、お客さまの未成年
者口座に設けられた非課税管理勘定
から、当該非課税管理勘定に係る５
年経過日の翌日に、同日に設けられ
る継続管理勘定に移管がされる上場
株式等。 

② 施行令第２５条の１３の８第１７項
の規定により読み替えて準用する施
行令第２５条の１３第１１項各号に
規定する上場株式等のうち株式投資
信託。  

第１１条（出国時の
取扱い） 

(1) お客さまが、基準年の前年１２月３
１日までに、出国により居住者又は恒
久的施設を有する非居住者に該当し
ないこととなる場合には、その出国を
する日の前日までに、当行に対して施
行令第２５条の１３の８第１２項第
２号に規定する出国移管依頼書を提
出してください。 

(2)省略 
(3) 当行が、出国移管依頼書の提出を受

けた場合には、お客さまが帰国（施行
令第２５条の１０の５第２項第２号
に規定する帰国をいいます。以下同
じ。）をした後、当行に帰国をした旨
その他施行規則第１８条の１５の１
０第１０項に定める事項を記載した
届出書を提出する時までの間は、当該
未成年者口座に係る非課税管理勘定
への株式投資信託の受け入れは行い
ません。 

(1) お客さまが、基準年の前年１２月３
１日までに、出国により居住者又は恒
久的施設を有する非居住者に該当し
ないこととなる場合には、その出国を
する日の前日までに、当行に対して施
行令第２５条の１３の８第９項第２
号に規定する出国移管依頼書を提出
してください。 

(2)現行通り 
(3) 当行が、出国移管依頼書の提出を受
けた場合には、お客さまが帰国（施行
令第２５条の１０の５第２項第２号
に規定する帰国をいいます。以下同
じ。）をした後、当行に帰国をした旨
その他施行規則第１８条の１５の１
０第８項に定める事項を記載した届
出書を提出する時までの間は、当該未
成年者口座に係る非課税管理勘定へ
の株式投資信託の受け入れは行いま
せん。 

第２１ 条（代理人に
よる取引の届出） 

(1)～（2）省略 
(3) お客さまの法定代理人が未成年者

(1)～（2）現行通り 
(3) お客さまの法定代理人が未成年者
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条文 新 旧 
口座及び課税未成年者口座における
取引を行っている場合において、お客
さまが成年に達した後も当該法定代
理人が未成年者口座及び課税未成年
者口座における取引を継続しようと
する場合には、あらかじめ当行に対し
て、その旨の届出を行っていただく必
要があります。 

(4) 省略 
(5) お客さまの法定代理人以外の代理
人が未成年者口座及び課税未成年者
口座において取引を行っている場合
において、お客さまが成年に達した後
も当該代理人が未成年者口座及び課
税未成年者口座における取引を継続
しようとする場合には、あらかじめ当
行に対して、その旨の届出を行ってい
ただく必要があります。 

口座及び課税未成年者口座における
取引を行っている場合において、お客
さまが２０歳に達した後も当該法定
代理人が未成年者口座及び課税未成
年者口座における取引を継続しよう
とする場合には、あらかじめ当行に対
して、その旨の届出を行っていただく
必要があります。 

(4) 現行通り 
(5) お客さまの法定代理人以外の代理
人が未成年者口座及び課税未成年者
口座において取引を行っている場合
において、お客さまが２０歳に達した
後も当該代理人が未成年者口座及び
課税未成年者口座における取引を継
続しようとする場合には、あらかじめ
当行に対して、その旨の届出を行って
いただく必要があります。 

第２６条（非課税口
座のみなし開設） 

(1) ２０１７年から２０２８年までの
各年（その年１月１日においてお客さ
まが２０歳である年に限ります。）の
１月１日においてお客さまが当行に
未成年者口座を開設されている場合
（出国中である場合を除きます。）に
は、当該未成年者口座が開設されてい
る当行の営業所において、同日に法第
３７条の１４第５項第１号に規定す
る非課税口座が開設されます。 

(2) 省略 

(1) ２０１７年から２０２３年までの
各年（その年１月１日においてお客さ
まが２０歳である年に限ります。）の
１月１日においてお客さまが当行に
未成年者口座を開設されている場合
（出国中である場合を除きます。）に
は、当該未成年者口座が開設されてい
る当行の営業所において、同日に法第
３７条の１４第５項第１号に規定す
る非課税口座が開設されます。 

(2) 現行通り 
第２７条（本契約の
解除） 

投資信託総合取引約款第１０条の規定
により、同約款第２条に規定する投資
信託総合取引が解約されたときは直
ちに解約され、次の各号に該当したと
きは、それぞれ次の各号に掲げる日に
本契約は解除されます。 

① お客さま又は法定代理人から法第３
７条の１４の２第２０項に定める「未
成年者口座廃止届出書」の提出があっ
た場合 当該提出日 

② 法第３７条の１４の２第５項第２号
トに規定する未成年者口座等廃止事
由又は同項第６号ホに規定する課税
未成年者口座等廃止事由が生じた場
合 法第３７条の１４の２第２０項
の規定によりお客さまが「未成年者口
座廃止届出書」を提出したものとみな
された日 

③ 施行令第２５条の１３の８第３０項
に定める「未成年者出国届出書」の提
出があった場合 出国日 

④ お客さまが基準年の１月１日以後に
出国により居住者又は国内に恒久的
施設を有する非居住者に該当しない
こととなった場合（お客さまが出国の
日の前日までに第１１条の出国移管
依頼書を提出して、基準年の１月１日
前に出国した場合を除きます。） 法
第３７条の１４の２第２０項の規定
により「未成年者口座廃止届出書」の
提出があったものとみなされた日（出
国日） 

⑤ お客さまの相続人・受遺者による相
続・遺贈（贈与をした者の死亡により
効力を生ずる贈与を含みます。）の手
続きが完了し、施行令第２５条の１３
の８第２０項で準用する施行令第２
５条の１３の５に定める「未成年者口
座開設者死亡届出書」の提出があった
場合 本契約により未成年者口座を
開設されたお客さまが死亡した日 

⑥ お客さまがこの約款の変更に同意さ
れないとき 当行の定める日 

投資信託総合取引約款第１０条の規定
により、同約款第２条に規定する投資
信託総合取引が解約されたときは直
ちに解約され、次の各号に該当したと
きは、それぞれ次の各号に掲げる日に
本契約は解除されます。 

① お客さま又は法定代理人から法第３
７条の１４の２第２０項に定める「未
成年者口座廃止届出書」の提出があっ
た場合 当該提出日 

② 法第３７条の１４の２第５項第２号
トに規定する未成年者口座等廃止事
由又は同項第６号ホに規定する課税
未成年者口座等廃止事由が生じた場
合 法第３７条の１４の２第２０項
の規定によりお客さまが「未成年者口
座廃止届出書」を提出したものとみな
された日 

③ 施行令第２５条の１３の８第１７項
に定める「未成年者出国届出書」の提
出があった場合 出国日 

④ お客さまが基準年の１月１日以後に
出国により居住者又は国内に恒久的
施設を有する非居住者に該当しない
こととなった場合（お客さまが出国の
日の前日までに第１１条の出国移管
依頼書を提出して、基準年の１月１日
前に出国した場合を除きます。） 施
行令第２５条の１３の８第１７項に
規定する「未成年者口座廃止届出書」
の提出があったものとみなされた日
（出国日） 

⑤ お客さまの相続人・受遺者による相
続・遺贈（贈与をした者の死亡により
効力を生ずる贈与を含みます。）の手
続きが完了し、施行令第２５条の１３
の８第１７項に定める「未成年者口座
開設者死亡届出書」の提出があった場
合 本契約により未成年者口座を開
設されたお客さまが死亡した日 

 
⑥ お客さまがこの約款の変更に同意さ
れないとき 当行の定める日 

附則 この約款及び規定は、２０２３年１月
1日より適用させていただきます。 

この約款及び規定は、２０２１年４月
１日より適用させていただきます。 
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条文 新 旧 
成年年齢に係る令和元年度税制改正
に伴い、２０２２年４月１日より、本
文中の「１９歳」を「１７歳」に読み
替えます。また、２０２３年 1 月 1 日
より、本文中の「２０歳」を「１８歳」
に読み替え、２０２３年 1 月 1 日時点
で１９歳、２０歳である者は同日に１
８歳を迎えたものとみなします。 

 


